




マレーシア国

通関及び事後調査における

税関リスクマネジメント

終了時評価調査報告書

平成22 年6月

（2010年）

独立行政法人国際協力機構

マレーシア事務所





序     文 

 
国際協力機構では、マレーシア国政府の技術協力の要請を受け、平成 20（2008）年 9 月 1 日か

ら 2 年間の予定で、マレーシア国において技術協力プロジェクト「通関及び事後調査における税

関リスクマネジメント」プロジェクトを実施しています。 

当機構は、本案件に関する実績の把握と評価を行い、今後、両国がとるべき措置を検討するこ

とを目的として、平成 22（2010）年 3 月 23 日から 25 日まで、当機構マレーシア事務所次長 高

橋政俊を団長とする終了時評価調査団を同国で実施しました。 
調査団は、マレーシア国政府関係者と共同で実績の把握と評価を行い、調査結果について報告

書に取りまとめました。 
本報告書が今後の協力の更なる発展の指針になるとともに、本協力により達成された成果が、

マレーシア国の一層の発展に資することを期待します。 
終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援を賜りました両国関係者の皆様に、心から感

謝の意を表します。 
 

2010 年 6 月 

  

独立行政法人 国際協力機構 

マレーシア事務所 

所長 永江 勉 
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評価調査結果要約表 

 

1．案件の概要 

国名：マレーシア 案件名：通関及び事後調査におけるリスクマネジメント 

分野：経済政策 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：マレーシア事務所 協力金額（評価時点）：16,700 千円 

先方関係機関：マレーシア関税局 協力期間 （ M/M ）： 2008/9/1 ～

2010/8/31 
日本側協力機関：財務省関税局 

他の関連協力： 

 
1-1 協力の背景と概要 

的確な審査・検査と貿易円滑化のバランスを保つ事は税関の重要課題の一つである。貿易が量

的に拡大し、その内容も複雑化する一方、税関の職員、審査・検査件数には限りがあるため、効

率的な審査・検査を行うためには、リスクマネジメント手法を用い、よりリスクの高い貨物を抽

出することが有効である。 

このため、マレーシア税関は、国内外の専門家を動員してリスクマネジメントシステムの導入

に取り組み、これを支援するため JICA プロジェクト｢関税システムの高度化｣を 2006 年 7 月から

2 年間実施した結果、2008 年 6 月に同システムを全国の税関に導入した。 

同システムを効果的に運営していくためには、犯則情報等を随時更新していく等、継続的な内

容の改訂が必要であり、また、システムを構成する情報は、各税関職員が、自ら収集し、分析・

管理される必要があるが、これらのノウハウが不足していたため、「関税システムの高度化」プ

ロジェクトの成果を有効活用していくために、後継案件として 2008 年 9 月より 2010 年 8 月まで

の 2 年間をプロジェクト期間として、本プロジェクトを開始したものである。 

 
1-2 協力内容 

（1） 上位目標 

・ハイリスク貨物に審査、検査を集中し、ローリスク貨物の通関を迅速化することにより、

税収入を確保し、かつ貿易を促進する。 
（2） プロジェクト目標 

・マレーシア税関の通関及び事後調査においてリスクマネジメントコンセプトが一貫して実

施される。 

（3） 成果 

・効果的なリスクマネジメント手法が確立される。 

・リスクマネジメントにかかる認識が向上する。 
 

（4） 投入（評価時点） 

日本側： 

   長期専門家派遣   1 名    

   短期専門家派遣   5 名   



   研修員受入     4 名    

相手国側： 

   カウンターパート配置：10 名、ローカルコスト負担：セミナー開催費、システム開発費等、

   専門家執務室提供  

 

2．評価調査団の概要 

 調査者 （1）総括：          高橋 政俊  JICA マレーシア事務所 次長 
（2）税関リスクマネジメント：岡本 雅紀  財務省関税局参事官室（国際調査）

課長補佐 
（3）評価分析：   永野 大輔  JICA 長期専門家 

（4）計画評価：      Umme Aiman Siddiqi  JICA マレーシア事務所 所員 

調査期間  2010 年 3 月 23 日〜2010 年 3 月 25 日 評価種類：終了時評価 

3．評 価 
3-1 実績の確認 

プロジェクトの多くの活動がほぼ計画どおりに展開しており、それぞれが一定の成果を挙げて

いる。他方、プロジェクト開始時には予期していなかった物品サービス税（GST）導入等への対

応のため、プロジェクト期間内にマレーシア側で導入を進めていた審査基準選定システムの各種

データ統合作業が遅れており、同システムに関連する一部のプロジェクト活動の実施に支障を来

たしている。このため、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成することが困難になっ

ている。 

現時点での成果達成状況は以下のとおり。 

 

成果 1：効果的なリスクマネジメント手法が確立される  
効果的なリスクマネジメント手法確立のため、プロジェクトではマレーシア税関のリスクマ

ネジメント実施体制にかかる提言をまとめ、実施体制の強化を図っている。その一環として、

通関申告書類の審査基準を設定するリスクマネジメントの中心となる部門である CVI

（Customs Verification Initiative）をタスクフォースから部門に格上げし、持続可能な実施体制

を構築した。 

また、JICA 専門家の指導の下、審査基準、通報情報等を管理するデータベースを開発し、

審査基準の設定に必要な情報の整理と CVI 内での共有化を実現した。 

他方で、マレーシア関税局では GST 徴収にかかる IT システムの導入に伴い、本プロジェク

トで開発中であった審査基準選定システムと、GST システム、さらに監視情報システムとのデ

ータ統合を実施することとした。これにより GST システムでデータ化される企業情報などを

リスクマネジメントで使用する審査基準選定システムで活用できるようになり、関税局職員の

審査情報収集の効率化と審査情報データの増大が期待できるため、更なる効果・効率的なリス

クマネジメントに資するものである。なお、データ統合を含めた審査基準選定システムの開発

は 2010 年 6 月に終了する見込みであるが、このデータ統合作業の影響により、審査基準選定

システムの運用開始が遅れており、同システムの運用に付随する審査基準の検討や業務処理フ

ローの策定など一部の活動に支障が生じている。 



成果 2：リスクマネジメントにかかる認識が向上する  

リスクマネジメントに係る認識向上のため、日本から短期専門家を招聘し、全国の税関職員

を対象としたリスクマネジメントセミナーを実施した。同セミナーはプロジェクト期間中に 2

回実施され、約 80 名の税関職員が参加した。参加者からの評価は総じて高く、平均して 98.5％
の参加者がリスクマネジメントの知識向上に役立ったと回答している。また、参加者の知識向

上に加え、リスクインディケーターリストなどマレーシア税関の現場で直ぐに活用できる具体

的な審査情報が作成されたことも同セミナーの重要な成果として挙げられる。 

クアラルンプール国際空港、スランゴール州、ペナン州などの税関では、同セミナーの 参

加者が中心となって現場の税関職員に対するリスクマネジメントセミナーの研修を実施した。

マレーシア税関では KSA（Knowledge, Skill and Ability）と呼ばれる内部研修制度の概念を導入

しており、セミナー等参加者が他の職員に知識を普及する仕組みがあるが、今後も彼らが中心

となって、全国の税関職員に対するリスクマネジメントの波及効果を更に高めていく必要があ

る。 

 
3-2 プロジェクト目標の達成度 

上述のとおり、多くの活動は計画どおりに実施された。その結果、平均通関所要時間は 2 年間

で約 19 時間の改善を実現した。また、審査基準を設定することによりハイリスクの貨物の可能

性があるとして選別した申告件数は 1 年間で約 10,000 件増加しており、本プロジェクトの実施

がリスクマネジメントシステムの導入および普及に大きく貢献したことがわかる。他方で、2011

年に導入が予定されている GST への対応のために審査基準選定システムのデータ統合作業を進

めており、この影響のため同システムを利用して実施するはずであった一部のプロジェクト活動

の実施に支障を来たしている。このため、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成する

ことが困難となっている。 

 

3-3 評価結果の要約 

（1） 妥当性 
リスクマネジメントは、世界税関機構（WCO：World Customs Organization）が取りまとめ

た「税関手続の簡易化及び調和に関する国際規約（京都規約）の改正議定書」や「国際貿易

の安全確保及び円滑化のための WCO SAFE『基準の枠組み』」において各国税関に導入が求

められるなど国際的な要請であり、また税徴収機関であるマレーシア関税局自身にとっても

効率的な税徴収確保につながることから、マレーシア関税局が取り組むべき重点課題のひと

つとなっている。また、同分野に対する協力は日馬経済連携協定税関手続章の協力分野とも

合致しており、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 

 

（2） 有効性 

実施体制強化に関しては、リスクマネジメントシステムの質を改善するための様々な取組

みが行なわれ、リスクマネジメントを実施する専門の部門も設立され、将来に亘って一貫し

てリスクマネジメントを実施する体制は構築できた。しかしながら、審査基準選定システム

の各種データ統合作業の遅れにより、連動する一部の活動に遅れが生じたため、リスクマネ

ジメントの運用面など機能的な部分ではまだ十分な取り組みが行われていない。また、リス



クマネジメントの認識向上に関しては、全国の税関を対象としたセミナーが開催され、参加

者からは総じて高い評価を得ることができた。また、同セミナーの成果を全国展開する取り

組みも一部で始められているが、全国の税関職員数を鑑みると未だ十分と言えず、現場の税

関職員の更なる能力強化が必要である。 
 

（3） 効率性 
長期専門家と綿密に連携を行うことにより、カウンターパート研修参加者を中心に、リス

クマネジメント実施体制の提言をまとめたり、リスクマネジメントセミナーを開催するな

ど、少ない投入で大きな効果を発現することができた。また、研修参加者は、研修内容を他

の職員に普及する制度（KSA）が導入されているところ、研修効果の向上策が図られており、

効率性は非常に高いと判断される。 

 
4．特記事項 

先方との協議の結果、以下の提言を行った。 
 

（1） プロジェクトの延長 

前述のとおり審査基準選定システムの各種データ統合作業が遅れているが、GST の導入等

はプロジェクト開始時には想定できないものであったこと、また今回の統合作業によりより

効率的で効果的なリスクマネジメントの情報交換が期待できるため、やむを得ないものと判

断される。 

他方、プロジェクト目標達成のためには、同システムを利用した審査基準の選定や業務処

理フローの策定等、運用面の支援が不可欠であり、プロジェクト期間の延長が必要である。

なお、データ統合作業は 2010 年 6 月に完了する予定であり、その後の業務工程を鑑みると

1 年程度の延長が妥当である。 

 

（2） 研修実施能力の強化 
プロジェクト期間に 80 名の税関職員を対象としたリスクマネジメントセミナーが開催さ

れたが、的確かつ迅速な審査体制を確立するためのリスクマネジメントは管理部門を除く全

ての税関職員が身につけるべきスキルであり、人数的に十分であるとは言えない。全国の税

関職員に対するリスクマネジメントの普及はマレーシア税関自身が取り組むべき課題であ

り、一部の州においてはセミナー参加者による成果普及も行なわれているが、更なる普及を

図るための実施体制の強化が必要である。 

また、本プロジェクトが延長されるのであれば、過去のセミナー参加者から要望の強かっ

たリスクマネジメントの上級コースを実施することも現場のリスクマネジメント実施能力

の強化の観点からは有益であると考えられる。 

 
（3） PDM の改定 

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、アウトプットを測る指標が曖昧であったため、

適正に測定することが可能な指標を再検討し、終了時評価を機に今回整理することとした。 

以  上
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－1－ 

第１章 終了時評価調査団派遣の概要 
 

１－１ 終了時評価調査実施の経緯 
マレーシア国政府は、貿易の拡大に伴い増大し、より複雑化している輸出入貨物の的確かつ迅

速な審査体制を確立するため、通関および事後調査においてリスクマネジメントシステムを導入

することを決定し、わが国に対し技術協力の実施を要請越した。わが国はこれを支援するため、

2006 年 7 月から 2 年間にわたり技術協力プロジェクト｢関税システムの高度化｣を実施し、リスク

マネジメントシステムの導入と全国展開に貢献した。 

しかしながら、同システムを効果的に運営していくためには、犯則情報等を随時更新していく

等、継続的な内容の改訂が必要であり、また、システムを構成する情報は、各税関職員が、自ら

収集し、分析・管理される必要があるが、これらのノウハウが不足していたため、「関税システム

の高度化」プロジェクトの成果を有効活用していくために、後継案件として 2008 年 9 月より 2010

年 8 月までの 2 年間をプロジェクト期間として、本プロジェクトを開始することとなった。 
本プロジェクトは 2010 年 8 月 31 日に協力を終了する予定であるため、これまでの活動実績を

評価し、協力終了の適否を判断するとともに、今後の協力に向けての提言を導き出すことを目的

として終了時評価を実施することとなったものである。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

（1） 協力の開始から終了時評価時までの実績と計画達成の見込み、協議議事録（M/M）及び PDM

等に基づき、妥当性、有効性、効率性につき総合的に調査・評価する。 

 

（2） マレーシア側から要望のあった本プロジェクト期間の延長について、その必要性を確認・

審査し、延長の適否について提言する。 

 

１－３ 調査団員構成 

（1） 総括： 高橋 政俊 

JICA マレーシア事務所 次長 
（2） 税関リスクマネジメント：岡本 雅紀 

財務省関税局参事官室（国際調査） 課長補佐 

（3） 評価分析：永野 大輔 

JICA 長期専門家 

（4） 計画評価：Umme Aiman Siddiqi  

JICA マレーシア事務所 所員 

 



－2－ 

１－４ 調査日程 

 

 月 日 行 程 備 考 

1 3 月 23 日 

（火） 

 団内打合せ JICA マレーシア事務所

2 24 日 
（水） 

 マレーシア関税局（ＲＭＣＤ）との協議

  
マレーシア関税局 

3 25 日 
（木） 

 マレーシア関税局（ＲＭＣＤ）との協議 マレーシア関税局 

4 26 日 

（金） 

 ミニッツ案協議 マレーシア関税局 

5 4 月 12 日 
（月） 

 ミニッツ署名 マレーシア関税局 

 

 

１－５ 主要面談者 

（1） マレーシア側関係者 

Dato’ Hj. Mohamed Khalid bin Yusuf Deputy Director General of Customs (Enforcement 
and Compliance), RMCD 

Dato’ Govinden A/L Mutosamy Director, Technical Service Division, RMCD 
Ms. Azimah Abd. Hamid Deputy Director of Customs, International Affairs, 

RMCD 
Ms. Radziah Abdul Razak Senior Assistant 
 Director of Customs,International Affairs, 
 Corporate Planning Division, RMCD 
Ms. Saidah Mohd. Halil Deputy Public Prosecutor, Legal Division, RMCD 
Ms. Afidah bt. Ariffin Deputy Public Prosecutor, Legal Division, RMCD 
Ms. Aziah Alias Asst. Director of Customs, Compliance Division, 

RMCD 
Mr. Saufe bin Yahya Asst. Director of Customs, CVI Section 
 Technical Services Division, RMCD 
Mr. Wong Pun Sian Asst. Director of Customs, Technical Services, 

RMCD 
Ms. Lim Saw Hoon Asst. Director of Customs, Company Audit 
 Company Management Division, RMCD 
Ms. Noorlida bt. Ibrahim Asst. Director of Customs, International Affairs, 

RMCD 
Ms. Nor Izah Abd. Latiff Asst. Director of Customs, International Affairs, 

RMCD 
Mr. Johanuddin Abd. Karim Asst. Director of Customs, Compliance Division, 
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RMCD 
Mr. Mohd. Yassin Chong Abdullah Superintendent of Customs, CVI Section, Technical 

Services Division, RMCD 
Ms. Nur Asykin Mohd Razali Asst. Superintendent of Customs, CVI Section 
 Technical Services Division, RMCD 

 
（2） 日本側関係者 

鈴木 規子 JICA マレーシア事務所 所長 
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第２章 評価結果 
 

２－１ プロジェクトの投入 
（1） 日本側投入 

リスクマネジメントの指導のために派遣された長期・短期専門家の実績は表 1 のとおりで

ある。また、日本で実施したリスクマネジメント研修の受入実績は表 2 のとおりである。 

 
表 1 長期専門家・短期専門家派遣実績 

氏   名 所   属 派 遣 期 間 

長期派遣専門家 

1．永野大輔 

 

JICA 長期専門家 

 

2008 年 9 月 1 日 –2010 年 8 月 31 日

短期派遣専門家 
1．梅山正男 

2．平林絵磨子 

3．梅山正男 

4．北端キク子 

5．山本真司 

 
大阪税関調査部上席調査官

横浜税関調査部指導係長 

大阪税関調査部上席調査官

大阪税関調査部調査官 

東京税関調査部調査官 

 
2009 年 3 月 1 日– 2010 年 3 月 6 日 

2009 年 3 月 1 日– 2010 年 3 月 6 日 

2010 年 2 月 27 日– 2010 年 3 月 6 日

2010 年 2 月 27 日– 2010 年 3 月 6 日

2010 年 2 月 27 日– 2010 年 3 月 6 日

 

表 2 研修員の受入れ実績 

氏   名 所   属 派 遣 期 間 

1．Mr. AB MANAF BIN AB GHANI 

 

2．Mr. HISAMUDDIN BIN JARUDY 

 

3．Mr. MOHD YASSIN CHONG BIN 

ABDULLAH 
 

4．Ms. ZAIDA BINTI HUSSIN 

Senior Assistant 

Director, CVI 

Assistant Director,  

CVI 

Assistant Director,  

CVI 

Senior Assistant 

Director, CVI Johor 

2009 年 5 月 23 日–2009 年 5 月 30 日

 

2009 年 5 月 23 日–2009 年 5 月 30 日

 

2009 年 5 月 23 日–2009 年 5 月 30 日

 

2009 年 5 月 23 日–2009 年 5 月 30 日

 

 

（2） マレーシア側投入 

協力期間中、マレーシア税関内にプロジェクト用事務室が提供された。また、プロジェク

トの活動経費の負担と必要な人員の割当てを行うとともに、プロジェクト活動の一環として

実施したリスクマネジメントセミナーの開催経費やプロジェクトで利用する審査基準システ

ムのアップグレード等に係る費用の負担も行った。 

 

２－２ プロジェクトの実績 

２－２－１ 活動 
プロジェクトの各活動実績は別表 1 のとおりである。プロジェクトの多くの活動がほぼ計画ど

おりに展開しており、それぞれが一定の成果を挙げている。他方、プロジェクト開始時には予期
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していなかった物品サービス税（GST）導入等への対応のため、プロジェクト期間内にマレーシ

ア側で導入を進めていた審査基準選定システムの各種データ統合作業が遅れている。 
 

２－２－２ 成果 
プロジェクトの成果にかかる現状と課題は別表 2 のとおりである。 

なお、成果 1：「効果的なリスクマネジメント手法が確立される」については主に以下の成果が

あった。 

 
（1） CVI（Customs Verification Initiative：通関申告書類の審査基準を設定するリスクマネジメン

トの中心となる部門）をタスクフォースから正式部門に格上げした。 
プロジェクト開始時にはタスクフォースであった CVI が、2009 年 10 月に正式な部門とし

て承認され、持続可能な通関時におけるリスクマネジメント部門が確立された。同部門の設

立は、マレーシア税関の自発的意思であると共に、本プロジェクトの本邦研修参加者の提言

と日本人専門家の意見を踏まえたものであり、プロジェクトの成果であると考えられる。 
 

（2） 関連部門を含めた、マレーシア税関のリスクマネジメント実施体制にかかる提言ペーパー

を作成した。 

CVI を管轄する Director が指揮し、プロジェクトメンバーに関連部門からの参加者を交え

議論を実施。提言ペーパーにはリスクマネジメントコミッティの設置、関連部門間の情報共

有強化、地方税関の参加、キャパシティビルディング、事務処理要領の作成などが含まれて

おり、長官に対し提言が行われている。 

 

（3） 審査基準選定システムの機能設計取り纏めを行った。 

同システムの開発は PDM の「期待される活動」には明記されていないものの、審査基準

の設定や輸入者ランクの設定など、効果的なリスクマネジメント手法の確立の前提となるこ

とであるから、「リスクマネジメント部門の強化」の活動の一環として、専門家は機能開発な

どの面で助言し、開発を支援している。マレーシア税関の要求する機能設計を取りまとめ、

審査基準設定等機能面での開発はほぼ完了している。 

 

（4） CVI 内における情報管理マインドの醸成に努めた。 
審査基準の設定に必要な情報の整理と CVI 内での共有化及び効果的な活用を図るために、

一部入手していた審査基準、通報情報、事後調査情報、ほ税情報を管理するデータベースを

開発の上、試用に供し、適切な情報管理体制のマインド醸成を行った。 

 

他方、GST（Goods and Services Tax）の導入準備作業に伴い、以下のとおり一部のプロジェク

ト活動に影響が生じている。審査基準選定システム開発におけるデータ統合作業及びリスクマネ

ジメント実施体制の見直しは、マレーシア関税局全体のリスクマネジメントの効率化の観点から

は必要な措置であったと考えられるが、2011 年に GST が導入されることは 2009 年 12 月に第 2
財務大臣により発表されたばかりであり、現在のプロジェクトはこの影響を踏まえたものになっ

ていない。 
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（1） 審査基準選定システムの運用開始 

マレーシア関税局では GST 徴収にかかる IT システムの導入に伴い、本プロジェクトで開

発中であった審査基準選定システムと、GST システム、さらに監視情報システムとのデータ

統合を実施することとした。これにより GST システムでデータ化される企業情報などをリス

クマネジメントで使用する審査基準選定システムで活用できるようになり、関税局職員の審

査情報収集の効率化と審査情報データの増大が期待できるため、更なる効果・効率的なリス

クマネジメントに資するものである。なお、データ統合を含めた審査基準選定システムの開

発は、2010 年 6 月に終了する見込み。 
 

（2） 審査基準選定システムに設定する審査基準、輸入者等貿易事業者リスクランクの審査項目

等の検討 

審査基準選定システムの運用開始が遅れているため、同システムに設定する審査基準、輸

入者等貿易事業者リスクランクの審査項目等の検討にも後れを生じている。審査基準につい

ては現行の簡易な審査基準選定システムにおいても、設定可能項目数は少ないものの同様の

設定を行っているため、多くの支援を要しないと思われるが、貿易事業者リスクランクの設

定はマレーシア税関に取って経験がないことである。この設定には、情報入手可能性の検討

を含めた審査項目の選定、審査項目間の優先順位の検討、各項目のリスククライテリアの検

討、各リスククライテリアのリスクスコアの検討が必要となり、専門家の支援を要する。ま

たこれらリスクランク手法の決定後は、ランク付けする事業者数の検討、ランク付けの為の

情報収集及びランク付けやランクの見直しといった作業が必要となる。これらの作業は審査

基準選定システムを実際に運用するために必要不可欠なものであり、専門家の支援が欠かせ

ない。 

 

（3） 審査基準設定、貿易事業者リスクランク設定及び見直し業務フローの作成・マニュアル作

成 

審査基準選定システム運用開始遅延の影響により、その後の業務フローの作成及びマニュ

アル作成作業に取り掛かれていない。業務マニュアルは、プロジェクト終了後の持続発展性

に大きく寄与するものであり、作成の必要性は高いと考えられる。 

 

（4） 関連部門を含めたリスクマネジメント実施体制の確立 
適正かつ的確な GST 賦課徴収のためのリスクマネジメント手法を導入した部門を設置す

るに当たり、本プロジェクトの支援対象である通関及び事後調査におけるリスクマネジメン

トを含めた、マレーシア税関全体のリスクマネジメント実施体制の見直しを行うこととした。

これにより、CVI 内の部門構成や州税関のリスクマネジメントサイクルへの参加などの検討

に遅れが生じた。上記長官に対する提言の採用を促し、実施に向け支援する必要がある。 

 
また、成果 2：「リスクマネジメントにかかる認識が向上する」については主に以下の成果があ

った。 
プロジェクト期間中、日本税関から延べ 5 名の短期専門家を招聘し、長期派遣専門家と共に、

全国の税関職員を対象にリスクマネジメントセミナーを 2 回実施した。約 80 名の参加者は、通関
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時におけるリスクマネジメントに加え、事後調査立入り業者選定におけるリスクマネジメントに

ついて講義を受けた。 
研修後に実施したアンケートによると研修全体の評価として、第 1 回セミナー（回答率 77％）

では 52％の回答者が Good、45％の参加者が Excellent と回答しており、第 2 回セミナー（回答率

85％）では 47％の回答者が Good、53％の参加者が Excellent と回答しており評価が高い。また両

セミナーの回答者全員がセミナーによりリスクマネジメントにかかる認識・知識が向上したと回

答しており、今回の参加者においてはリスクマネジメントに係る認識が向上したと言える。 

また、参加者の知識向上に加え、リスクインディケーターリストなどマレーシア税関の現場で

直ぐに活用できる具体的な審査情報が作成されたことも同セミナーの重要な成果として挙げられ

る。 
クアラルンプール国際空港、スランゴール州、ペナン州などの税関では、同セミナーの参加者

が中心となって現場の税関職員に対するリスクマネジメントセミナーの研修を実施した。マレー

シア税関では KSA（Knowledge, Skill and Ability）と呼ばれる内部研修制度の概念を導入しており、

セミナー等参加者が他の職員に知識を普及する仕組みがあるが、今後も彼らが中心となって、全

国の税関職員に対するリスクマネジメントの波及効果を更に高めていく必要がある。 

 

２－２－３ プロジェクト目標の達成度 

上述のとおり、多くの活動は計画どおりに実施された。その結果、平均通関所要時間は 2 年間

で約 19 時間の改善を実現した。また、審査基準を設定することによりハイリスクの貨物の可能性

があるとして選別した申告件数は 1 年間で約 10,000 件増加しており、本プロジェクトの実施がリ

スクマネジメントシステムの導入および普及に大きく貢献したことがわかる。他方で、2011 年に

導入が予定されている GST への対応のために審査基準選定システムのデータ統合作業を進めて

おり、この影響のため同システムを利用して実施するはずであった一部のプロジェクト活動の実

施に支障を来たしている。このため、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成すること

が困難となっている。 

 

２―３ 評価 5 項目による評価結果 

本案件は総投入額 2 億円未満のため簡易な手法を適用することとし、DAC 評価 5 項目のうち、

妥当性、有効性、効率性の観点から評価を行う(*)。 

 

（1） 妥当性 

妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が終了時評価の時点においても意義があるか

どうかを判断する項目である。リスクマネジメントは、世界税関機構（WCO：World Customs 

Organization）が取りまとめた「税関手続の簡易化及び調和に関する国際規約（京都規約）の

改正議定書」や「国際貿易の安全確保及び円滑化のための WCO SAFE『基準の枠組み』」に

おいて各国税関に導入が求められるなど国際的な要請であり、また税徴収機関であるマレー

シア関税局自身にとっても効率的な税徴収確保につながることから、マレーシア関税局が取

                                                        
(*) 平成 17 年 6 月 29 日付 企画・調整部長発各機関長宛通知 JICA（PC）第 6-16001 号「技術協力プロジェク

ト小規模案件の評価について」に基づく。 
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り組むべき重点課題のひとつとなっている。また、同分野に対する協力は日馬経済連携協定

税関手続章の協力分野とも合致しており、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 
 

（2） 有効性 
有効性とは、プロジェクト目標がどの程度達成されたか、各成果がプロジェクト目標の達

成にどの程度貢献しているかを検討する評価項目である。本プロジェクトの目標は、「マレー

シア税関の通関及び事後調査においてリスクマネジメントコンセプトが一貫して実施される

こと」であるが、そのための実施体制強化に関しては、リスクマネジメントシステムの質を

改善するための様々な取組みが行なわれ、リスクマネジメントを実施する専門の部門も設立

され、将来に亘って一貫してリスクマネジメントを実施する体制は構築できた。しかしながら、

審査基準選定システムの各種データ統合作業の遅れにより、連動する一部の活動に遅れが生

じたため、リスクマネジメントの運用面など機能的な部分ではまだ十分な取り組みが行われ

ていない。また、リスクマネジメントの認識向上に関しては、全国の税関を対象としたセミ

ナーが開催され、参加者からは総じて高い評価を得ることができた。また、同セミナーの成

果を全国展開する取り組みも一部で始められているが、全国の税関職員数を鑑みると未だ十

分と言えず、現場の税関職員の更なる能力強化が必要である。 

 

（3） 効率性 

効率性とは、プロジェクトの実施プロセスにおいて、投入が成果にどのように転換されて

いるかを検討する評価項目である。長期専門家と綿密に連携を行うことにより、カウンター

パート研修参加者を中心に、リスクマネジメント実施体制の提言をまとめたり、リスクマネ

ジメントセミナーを開催するなど、少ない投入で大きな効果を発現することができた。また、

研修参加者は、研修内容を他の職員に普及する制度（KSA）が導入されているところ、研修

効果の向上策が図られており、効率性は非常に高いと判断される。 

 

２－４ 結論 

本プロジェクトはマレーシア税関の優先順位に沿った活動であるとともに、日馬経済連携協定

にも合致するものであり妥当性は高い。また、マレーシア税関は本プロジェクト期間中に実施さ

れた日本人専門家によるセミナーや本邦研修の機会を最大限に活用した取り組みを行っているこ

とから、その効率益性も非常に高いと言える。また、有益性に関しては、多くのプロジェクト活

動が計画的に実施されたことから、総じて高いといえるが、審査基準選定システムに連動する一

部の活動に遅れた生じたこと、また、リスクマネジメントセミナーの成果の全国展開がまだ一部

に限られていることなど、不十分な取り組みもあった。 

 

２－５ 提言 

先方との協議の結果、以下の提言を行った。 

 

（1） プロジェクトの延長 
前述のとおり審査基準選定システムの各種データ統合作業が遅れているが、GST の導入等

はプロジェクト開始時には想定できないものであったこと、また今回の統合作業によりより
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効率的で効果的なリスクマネジメントの情報交換が期待できるため、やむを得ないものと判

断される。 
他方、プロジェクト目標達成のためには、同システムを利用した審査基準の選定や業務処

理フローの策定等、運用面の支援が不可欠であり、プロジェクト期間の延長が必要である。

なお、データ統合作業は 2010 年 6 月に完了する予定であり、その後の業務工程を鑑みると 1

年程度の延長が妥当である。 
 

（2） 研修実施能力の強化 
プロジェクト期間に 80 名の税関職員を対象としたリスクマネジメントセミナーが開催さ

れたが、的確かつ迅速な審査体制を確立するためのリスクマネジメントは管理部門を除く全

ての税関職員が身につけるべきスキルであり、人数的に十分であるとは言えない。全国の税

関職員に対するリスクマネジメントの普及はマレーシア税関自身が取り組むべき課題であり、

一部の州においてはセミナー参加者による成果普及も行なわれているが、更なる普及を図る

ための実施体制の強化が必要である。 
また、本プロジェクトが延長されるのであれば、過去のセミナー参加者から要望の強かっ

たリスクマネジメントの上級コースを実施することも現場のリスクマネジメント実施能力の

強化の観点からは有益であると考えられる。 

 

（3） PDM の改定 

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、アウトプットを測る指標が曖昧であったた

め、適正に測定することが可能な指標を再検討し、終了時評価を機に今回整理することとし

た。 

以  上 
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